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概要：サプライチェーン管理（SCMと呼ぶ）で行われる小売・製造業者間での需要情報の共有が利益拡大
に有効であるとする均衡分析の結果が得られているが，需要時系列は自己回帰モデルやその拡張に限定さ
れており多様な情報を共有するケースは議論されていない．本論文では，SCMにおける小売・製造業者
間でのジャンプ過程を含む需要時系列の情報共有に関する分析と応用について述べる．本論文ではまず，
SCMにおける小売・製造業者間での情報共有の性質について，代表的な先行研究の結果を整理し，小売業
者が虚偽の情報を伝達することによる部分均衡の発生，および情報共有を繰り返す多期間における均衡点
の存在を述べる．さらに，一般的に情報共有する項目が増加する場合についても，局所的交流をするエー
ジェント挙動の分析手法を用いて，多期間における状態変数の収束を証明する．次に，需要時系列にジャ
ンプ過程が含まれる場合への一般化と，最適生産の基本モデルについて述べる．このモデルにおいては，
需要時系列は自己回帰モデルではなく，その微小変化が確率過程により記述され，しかも急激に上昇する
か，あるいは下降するジャンプ成分を含むように拡張されている．応用例として，さまざまな条件のもと
で人工的に生成された需要時系列データを入力とした小売・製造業者との間での情報共有の評価を論じ，
本論文の手法の有効性を示とともに，現実データへの適用可能性を考察する．
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Abstract: This paper deals with the analysis of information sharing between retailer and manufacture about
the demand time series containing jump diffusion processes in supply chain management and its application.
At first, we summarize the conventional researches describing basic results of information sharing between
retailer and manufacture. Namely, it is shown if retailer tells false information to manufacture, then the
existence of partial equilibrium reveals, however by repeating information sharing in multiple periods the
perfect equilibrium is realized. Additionally, in cases where terms (variables) of information sharing increase,
we show that the of convergence of state is attained in multiperiod review strategy by using the methodology
of local trade of agents. Then, we extend the function of demand time series to more general forms including
jump diffusion processes. In the model, different from conventional time series described by auto-regressive
processes, increment of time series is described by stochastic processes including sudden rise or fall of times
series corresponding to jumps in time series. As applications, we evaluate the effects of information sharing
between retailer and manufacture based on artificially generated demand time series, and also discuss the
applicability to real demand time series.
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1. まえがき

サプライチェーン管理（Supply Chain Management:

SCM，以下では SCM と呼ぶ）において，市場における

製品需要をどのように予測するかという分析に加えて，小

売業者と製造業者との間で需要情報の共有に向かうことに

より，利益拡大が達成できるとする均衡分析の結果が知ら

れている [1], [2], [3], [4], [5], [6], [7], [8], [9], [10], [11]．し

かしながら，これまでの研究においては，製品需要の時系

列は自己回帰モデルやその拡張に限定されており，多様な

情報により記述される需要時系列のもとでも同様な結果が

得られるかは分かっていない．一方では，近年，時系列に

おいて発生する急激なジャンプ状の変動（以下ではジャン

プ過程と呼ぶ）を含むモデルについて広く応用がなされて

おり，たとえば株価や為替レート変動の分析へと適用され

ている [12], [13], [14], [15], [16], [17], [18], [19]．本論文で

は，SCMにおける小売・製造業者間でのジャンプ過程を

含む需要時系列の情報共有に関する分析と応用について述

べる．

本論文ではまず，SCMにおける小売・製造業者との間

での需要時系列の情報共有の性質について，代表的な先

行研究の結果を整理する [6]．需要を予測する小売業者と

この業者から製造の注文を受ける製造業者を仮定し，小

売業者が虚偽の情報を伝達することによる部分均衡の発

生，および情報共有を繰り返す多期間における均衡点の

存在を述べる．さらに，一般的に情報共有する項目が増加

する場合についても，我々が以前に示した局所的交流を

するエージェント挙動の分析手法を用いて，多期間にお

ける状態変数の収束を証明する [20], [21], [22], [23]．しか

しながら先行研究においては，これらの議論は需要時系

列が簡単なモデルである場合に限定されているという問

題がある．したがって，次に，需要時系列がジャンプ過程

を含む場合についての最適生産の基本モデルへと拡張す

る [12], [13], [14], [15], [16], [17], [18], [19]．このモデルに

おいては，需要時系列は自己回帰モデルではなく，その微

小変化が確率過程により記述され，しかも急激に上昇する

か，あるいは下降するジャンプ成分を含むように拡張され

ている．このような需要時系列のもとで，製造業者が最適

な生産を行うための関係式を導出する．さらに，このよう

なジャンプ過程を含む需要時系列のもとでの，小売・製造

業者の間における情報共有のレベルと利益について定式化

する．応用例として，さまざまな条件のもとで人工的に生

成された需要時系列データに対する，小売・製造業者との

間での情報共有の評価を論じ，本論文の手法の有効性を示

すとともに，現実データへ適用可能性を考察する．

以下 2章ではサプライチェーンと情報共有の効果分析に

ついて述べる．3章では需要時系列におけるジャンプ過程

と最適生産について示し，4章では応用例を与える．5章

は結言である．

2. サプライチェーンと情報共有の効果分析

2.1 本論文の目的：多様な需要時系列の情報共有の均衡

分析と応用

本論文では SCMにおける小売・製造業者間でのジャン

プ過程を含む需要時系列の情報共有に関する均衡分析と応

用を議論しているが，この分野における我々の方法論の新

規性については，(1)小売・製造業者における共有情報が複

数になった場合における均衡分析を示していること，(2)需

要時系列にジャンプ過程が含まれる場合（多数のパラメー

タの情報共有が必要となる）を議論していること，の 2つ

の点にまとめることができる．まず (1)として，これまで，

文献 [1], [2], [3], [4], [5], [6]などに示されている先行研究

においては単独の項目の情報共有だけを議論しているとい

う限界があり，我々の研究はこれを解決する 1つの方法で

ある点を指摘できる．すなわち，共有する情報が増加した

場合には，単独の項目を共有するモデル分析をそのまま拡

張するには問題が多く存在しており，別の枠組みで分析を

進める必要がある．本論文では，我々が以前提案した局所

的交流を行うエージェントの平面配置におけるクラスタ形

成の分析手法を用いることにより，複数項目の情報共有へ

の拡張問題の 1つを論じている．次に (2)として，これま

での需要時系列のモデル化において自己回帰モデルかその

拡張に限定されていた小売・製造業者間での情報共有分析

を現実に出現する需要時系列へと適用するために，ジャン

プ過程を含む需要時系列のもとでの最適生産を議論してい

ることに特徴がある．実際の SCMにおいては，このよう

なジャンプ過程を含む需要時系列はしばしば観測されてい

る．このように時系列モデルをやや複雑で現実的なものに

拡張することにより，(1)において述べた情報共有される

べき項目を明確にすることができるという利点もある．

なお以下で記述する節について，既存の研究結果をまと

めたものは 2.2節，2.3節の前半であり，我々が導出した関

係式を含む節は 2.3節の後半，2.4節である．したがって，

既存の研究結果を引用した節においては，結果だけを簡潔

にまとめる形式をとっている．

2.2 サプライチェーンと情報共有のレベル

SCMにおいては，小売業者が製造業者に注文を出す場

合に，注文に変動が発生する原因についての数理モデルが

提案されており，最終的な生産数量が激しく変動する結果

を生むことから，その現象を Bullwhip Effectと呼んでい

る [1]．その発生原因をまとめると，1)需要予測の誤差，2)

注文の形式，3)商品不足への反応，4)価格への反応，があ

るとされている．

情報共有の形態とその効果については，さまざまなモデ

ルが議論されているが，以下では本論文に関連するモデル
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に限定して先行研究の結果をまとめることにする．たとえ

ば，需要予測の誤差を小売・製造業者が共有することによ

る無駄な生産の抑制はよく知られた研究であるが，ここで

は省略する [5], [6]．

小売業者が需要情報を製造業者に正しく伝えない場合に

は，両者が得る利益は，本来的に得ることができる利益か

ら乖離することが示されている（いわゆる部分均衡）．こ

の原理を，文献 [5]に従って簡単に整理しておく．以下の

ように記号を定義する．基本的に需要が大きい（小さい）

ときには，記号 h(l)を使用する表示である．これらを記号

の添え字にも i = l, hとして用いる．

X：需要の大きさを示す確率変数

p，r：小売業者が販売する商品単価と製造業者への支払

い単価

c，hc，gc：製造業者の商品あたりのコスト，追加生産コ

スト，在庫コスト

θi：需要が縮小か拡大かを示すパラメータ

Di = θiX：予測される需要

Ki：製造業者の操業容量（capacity），機械の稼動時間

θi = θl となる確率を αにより定義する．

変数ごとの定義域は，次のようになる．X は，平均

aX と分散 σX
2 を持つ正規分布に従う乱数であるとする．

我々が検証のために行ったシミュレーションにおいては，

aX = 3.0，σX = 0.1としている．これらの aX，σX
2 は，

後で述べる製造業者が小売業者の情報を評価するスコア It

の計算に用いられる．θiは 0と 1の間の定数，Kiは製造業

者が自身の利益が最大となるように決定する変数であり，

製造するための機械の稼動時間などに対応する．これ以外

は定数として設定する．

なおKは添え字に応じて，意味が異なっている．Kh(Kl)

は，小売業者から需要が大きい（小さい）との情報を製造

業者が得た場合の製造のための容量（capacity）であり，具

体的には，機械の稼動時間に対応する．また K0 は，製造

業者が小売業者からの情報を無視して，自身が最適と考え

る方法で生産する場合の操業時間である．式 (1)，(2)はこ

れらK を含む生産評価の式であり，添え字を含まない表現

となっている．また E[.]は，期待値をとることを意味して

いる．具体的には，小売業者から需要が高い（低い）との

情報が伝達されてから，しばらくの間は，需要が高い（低

い）状態が継続されると仮定しており，この間で，製造調

達される製品に関する，コストや利益の平均期待値を求め

ることを意味する．

小売・製造業者が最大化する評価関数は，それぞれ次の

ように与えられる．

u(θi, K) = r min(K,Di) − hc(K − Di)+ − cK (1)

v(θi, K) = (p − r)min(K,Di) − gc(Di − K)+ (2)

ただし関数 (x)+ は x > 0なら x，それ以外はゼロとして

定義される．

このとき情報共有が，1回に限定して行われるときには，

小売・製造業者が獲得できる利益は，次のいずれかに限定

される．製造業者が小売業者の情報を信頼しており，需要

予測がそれぞれ高い（h）あるいは低い（l）場合の操業容

量（Kh，Kl）は，次のようになる．

Kh = argmaxKE[u(θh,K)],

Kl = argmaxKE[u(θl, K)] (3)

また製造業者が小売業者の情報を信頼しない場合には，

その情報と無関係に製造が行われ，その操業容量は次のよ

うになる．

K0 = argmaxK [(1−α)E[u(θh, K)]+αE[u(θl, K)] (4)

製造業者が小売業者の伝達する需要予測をそのまま信頼

して，生産を行った場合の両者の利益は，次のようになる．

u∗ = (1 − α)E[u(θh, Kh)] + αE[u(θl, Kl)] (5)

v∗ = (1 − α)E[v(θh,Kh)] + αE[v(θl, Kl)], (6)

一方，製造業者が小売業者の情報をまったく信頼しない

レベルで生産を行った場合の両者の利益は，次のように

なる．

u0 = (1 − α)E[u(θh, K0)] + αE[u(θl,K0)] (7)

v0 = (1 − α)E[v(θh, K0)] + αE[v(θl, K0)], (8)

しかしながら一方では，生産レベルを慎重に選択するこ

とにより，次のような両者にとって最大の利益が獲得で

きるケースが存在することが証明されている（均衡点の

存在）．

Kc
i = argmaxKE[u(θi, K) + v(θi, K)] (9)

この場合に得られる両者の利益は，それぞれ u0，v0 よ

りも大きくなることが示される．

多期間にわたる見直し（multiperiod review strategy）に

よる正しい情報共有を実現する方法は，以下のように整理

される．この方法では，スコア Itの設定と，統計的検定の

原理が活用される．まず小売業者が，需要は高いと予測し

て製造業者に伝えた場合には，本当に需要は高いか，その

数量 ot は十分に大きいかを検定する．需要が低い確率 α

は事前に分かっていると仮定すると，時刻 tまでに小売業

者が需要が高いと報告した回数 Nt が妥当であるかを，統

計的に検定する．分布の裾の確率は，通常の有意水準にな

らって pα = 0.95と設定される．具体的には，ある閾値よ

りも Nt から計算される量が大きいときには，報告は妥当

であると判断する．同じように，報告した数量 otが従う分

布に照らしあわせて，その妥当性を統計的に検定する（分

布の裾の確率は，ph = 0.95とする）．この場合においても，
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ある閾値よりも ot，Nt から計算される量が大きいときに

は，製造業者は報告数量が妥当であると判断する．この 2

つの検定に合格した場合に限って，小売業者に与えるスコ

ア It を時刻 tについて It = It−1 + 1のように増加させる．

同じ手順を，小売業者が需要は低いと報告した場合にも実

施する（分布の裾の確率は，pl = 0.95とする）．この場合

の検定項目は，報告の正しさと，その数量の妥当性である．

この 2つの検証を通過した場合に限って，スコアを増加さ

せる（It = It−1 + 1）．

見直しの期間にわたってスコアを集計して，その数値 It

が閾値 γt = (1 − α)phpα + αpl を超えた場合には，製造業

者は，小売業者が正しい情報を伝えたと判断して，何も罰

則を与えずに，次の見直し期間に入る．しかし一方で，It

が γtよりも小さい場合には，懲罰を与える段階に入る．こ

の段階では，製造業者は小売業者の伝達する需要情報を無

視して，自身に有利な製造を行い，結果として小売業者に

は十分に不利となる関係が生まれる（いわゆる部分均衡へ

の逆戻り）．

2.3 複数項目の情報共有の収束性：局所的交流を用いた

分析

前節では，小売・製造業者間における情報共有の多期間

の見直しの実施により，正しい情報が伝達されることの

証明を整理した．しかしながら，この方法を小売・製造業

者の用いる情報（変数）の個数がさらに増加した場合につ

いて，そのままの形で適用するには問題がある．また，変

数の個数を拡大することにより，スコア It の計算は，よ

り複雑になるであろう．このようなことを考慮して，以

下では，以前我々が示した局所的交流をするエージェン

ト平面配置のもとでのクラスタ形成のモデルにおける方

法論を適用して，より分かりやすい分析を示すことにす

る [20], [21], [22], [23]．

なお以下の分析においては，いくつかの前提条件が存在

しており，文献 [6]に示されたような，小売・製造業者間で

の均衡分析とはなっていない．したがって，小売・製造業

者間の関係が，1つの状態に収束することを示すものであ

るとする表現にとどめている．具体的な前提条件（制約）

とは，以下のようなことである．

まず，小売・製造業者間の関係をある状態変数 x(t)，

0 ≤ x(t) ≤ 1で表現して，最終的にはこの変数の値は 0か

1かをとる離散的なケースに限定をしている．したがって，

変数 x(t)が連続量をとる場合は除外されている．次に，小

売・製造業者の行動を最適化する場合に，ある時刻 tにお

いて成立する方程式から解を求めて推定がなされるが，こ

の方程式は非線形の式となり，繰返し計算を必要とする．

そのため時刻 t−1における変数の値を用いることで，時刻

tでの変数の値を容易に計算する方法へと帰着させている．

しかしながら一方では，このような計算の簡易化の精度に

ついては，通常は十分に保たれていることが，文献 [20]に

おいて示されている，本論文では，この文献 [20]のモデル

をさらに拡張しているので，そのまま同文献における検討

結果と同様なものが得られるとは限らないが，小売・製造

業者の間での多期間の情報共有の性質を議論するときの，

大きな参考になると考えられる．

このモデルは，もともと平面上の格子点に配置された企

業と労働のエージェントの協力関係を用いて定義されるが，

ここでは小売・製造業者間の情報共有の問題にあわせて，

解釈をしなおすことにする．前節で述べたように，小売・

製造業者の間の取引が多数の期間にわたる場合には，過去

のデータが蓄積されて利用可能であることが前提とされて

いる．なお説明の都合上，最初のモデルでは平面上の格子

点にそれぞれ小売・製造業者（エージェント）が配置され

た，時刻 tにおける挙動を分析しているが，後半において

は 1人の小売と 1人の製造エージェントの時間的な挙動変

化を，平面上の格子点に拡散するケースを論じている．

最初のモデルとして，平面上の均等な格子点に小売業者

と製造業者を代表するエージェントが配置されたモデルを

仮定する．これらのエージェントの特性は 1つの状態変数

で記述されると仮定し，格子点 aにおけるエージェントの

時刻 tにおける状態（状態変数）を xa(t)とする．具体的

には，xa(t)は格子点 aにおいて小売業者と製造業者が情

報を共有していることを意味し，変数 xa(t)の数値はその

程度を表す．状態変数 xa(t)の定義域は 0 ≤ xa(t) ≤ 1で

ある．xa(t) = 1の場合には両者は相互に信頼し，全部の

製品の製造と調達を行う．逆に xa(t) = 0の場合には，信

頼が存在せず，製造と調達は行われない．一般には xa(t)

は 0と 1の中間にある．しかしながら先ほど述べたように

最終的には，変数 xa(t)は 1か 0かのどちらかをとる，離

散的なケースだけを議論する．

エージェントは aを中心として周辺の範囲 r内の場所 b

でのエージェントの情報だけを利用する．格子点 aから見

た格子点を bとして，aと bとのユークリッド距離が r以

下となる格子点 bのエージェントの情報を用いる．これを

b ∈ Saと表現し，Saに含まれる bの個数をNaとする．具

体的には，小売エージェントが製品の調達を行う範囲は格

子点 aだけではなく，周辺 Sa まで拡張して行うことがで

きると仮定している．

次のように変数を定義する（変数はすべて時刻 tにおけ

る値）．

qd
a(t)：格子点における需要の総量

qs
a(t)：格子点における供給の総量

qa(t)：最終的に格子点において取引される数量

ca(t)：小売エージェントが情報共有により調達する製品

数量

ha(t)：小売エージェントが情報共有以外の手段により調

達する製品数量
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σ：小売エージェントが情報共有以外で調達する場合の

限界生産性

なお変数 qd
a(t)，qs

a(t)，qa(t)，ca(t)，ha(t)はいずれも定

義域を持つ変数であるが，以下の議論では特に用いないの

で，説明は省略する．σ は重要なパラメータであり，小売

エージェントが当面の相手である製造エージェント（Saに

存在する）以外から私的に調達する場合の効率であり，こ

の値が大きいほど外部からの調達が有利となる．

この最適化問題を小売と製造のそれぞれの立場から解い

た場合には，部分均衡の解しか得られないことが示され

ており，双方のエージェントの利害を調和させる第 3 者

（plannerと呼ばれる）を導入することで解を求める対案を

用いる（部分均衡の場合の定式化は省略する）[20]．すなわ

ち，最大化する関数を次のように定義する．

max
ha(t),ca(t)

φ[ha(t) + ca(t)] (10)

拘束条件は，次のようになる．

ha(t) ≤ σ[1 − xa(t)], qs
a(t) ≤ xa(t) (11)

qd
a(t) =

∑
b∈Sa

p(a, b)E[qb(t)], ca(t) ≤ min[qs
a(t), qd

a(t)]

(12)

ここで p(a, b)は，格子点 aのエージェントが周辺の格子点

bから調達する割合（確率）であり，以下では簡単のため，

p(a, b) = 1/Na としておく．

この最適化問題について，関係式の代入を行い整理する

と，最終的に次の問題を解くことに帰着される [20]．

max
xa(t)

φ[[(1−xa(t)]σ+min[xa(t),
∑
b∈Sa

p(a, b)xb(t)]] (13)

なお関数 φ(.)は単調な非減少関数なら特別な形状を仮

定する必要はないので，単純に φ(z) = z としておく．ま

た p(a, b) = 1/Na とは設定しないで，不均等な値にした場

合においても，状態は収束することが，多くのシミュレー

ションにより確認できる．ただし，ある bについての重み

が，極端に偏る場合は，収束の問題が発生する場合があ

ることも確認できる．次に，上に示した定式化において，

エージェントの行う行動を，別の方法により最適化する代

替操作を導入する．すなわち原理的には，エージェントの

最適な行動を与える状態変数が求まる時刻も tであり，連

立方程式を解く問題に帰着され複雑となる（合理的期待に

よる行動と呼ばれる）．しかしながら，このような解は一

般的には容易には得られないので，エージェントの時刻 t

における状態は，近似的に時刻 t − 1と同じであるとする

仮定（適合的期待による行動と呼ぶ）を用いる近似を行う．

ここで，状態変数 xa(t)（xb(t)も同様）が 1か 0かの離

散的な値をとるケースを議論する．式 (13)に示す最適化

問題の解を与えるエージェント行動は，次により与えられ

図 1 エージェント行動の概要

Fig. 1 Overview of agents’ behavior.

図 2 状態変数 xb(t) の初期値

Fig. 2 Initial state of variable xb(t).

る [20]．

xa(t) =

⎧⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎩

0, if μ(xa(t − 1)) < σ;

0 or 1, if μ(xa(t − 1)) = σ;

1, if μ(xa(t − 1)) > σ;

(14)

μ(xa(t − 1)) =
∑
b∈Sa

p(a, b)xb(t − 1) (15)

図 1に，このエージェント行動を図式として示している．

クラスタ形成の時間的変動の性質

次に，このようなエージェントの状態のクラスタが形成

される様子を，シミュレーションによる例をもとに概要を

示す．定数は σ = 0.5としている．図 2 にはエージェン

トを 200 × 200の大きさの平面の上に配置し，状態の初期

値をランダムに与えた場合の図を示す．なお，図示の都合

上，このような平面の一部（50× 50の大ききの平面）だけ

を示している．黒点は「状態が 1」に対応している．図 3

には一定の時間が経過したあと（t = 8, 20）での状態を示

す．図 3 の下には経過時間を示している．この図 3 では，

時間の経過とともに，状態が 1であるエージェントのクラ

スタが形成される様子を示している．ただし，r = 1とす

る．この図から，時間の経過とともにランダムな状態のパ

ターンから，まとまったクラスタの形状へと移行している

ことが分かる．また，状態が 1である点と 0である点の比

率は，同じ値に近づく．

定数の変更によるクラスタの消滅

次に，定数 σを 0.5から変更した場合のシミュレーショ

ン結果を考察する．この場合の結論は簡単であり，σ < 0.5

（σ > 0.5）の場合には，すべての平面上のエージェントの

状態は 1(0)となる．
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図 3 時間が経過したあとの状態変数におけるクラスタ形成

（上：t = 8，下：t = 20）

Fig. 3 Cluster formation of state variables after several time

elasped (upper: t = 8, lower: t = 20).

このように，すべての状態が 1あるいは 0になる性質に

ついて，文献 [20]において分かりやすい説明がなされて

いる．いま r = 1として，格子点 aとその周辺 bを含めて

Na = 5個のエージェントが配置され，σ = 2/5となる場合

を考える．状態の初期値をランダムに与えると，周辺にお

いて
∑

b∈Sa
p(a, b)xb(t − 1) > σ となる可能性は，σ = 0.5

の場合よりも増大する．したがって，容易に xa = 1が実

現でき，この状態が時間的および空間的に伝達され，最終

的にはすべての状態が 1となる．逆の場合も，同様に説明

できる．

これを，ここで考察している小売と製造エージェントの

間での情報共有の問題に適用する．たとえば σ < 0.5の場

合には，小売エージェントが情報共有をしないで，私的に

外部（領域 Sa以外から）製品を調達することは，生産効率

が悪く不利となる．したがって小売エージェントは当面の

取引相手である製造エージェント（Saに存在する）との間

で商品の調達をした方が有利となるので，情報共有を行い，

製造と調達の関係を継続することになる．一方 σ > 0.5の

場合には，当面の相手である製造エージェントからの調達

よりは，これ以外からの調達が有利である（効率が良い）

ので，情報共有（製造と調達）は行われない状態に移行し

てしまう．

状態変数が複数の場合の特性

次に，状態変数の数を増加させ，より一般的なエージェ

ントモデルを導入する [21], [22]．まず格子点 aにおける

エージェントの特性記述に用いる変数を，複数個 x
(i)
a (t),

i = 1, 2, . . . , nに拡張する．ただしこの拡張モデルそのも

のは，以下では直接用いないので，結論だけを簡潔に述べ

るにとどめておく．周辺の格子点 bの複数の状態変数を参

照して，時刻 t + 1における格子点 aでの i番目の状態 x
(i)
a

を定める方式は，次のように記述できる（時刻 tの表示は

省略する）．すなわち，周辺の格子点 bの i番目の状態変数

xb(t)(i) だけではなく，i番目の変数の前後の変数（x
(i+j)
b ，

j = −M ∼ M）についても，重み wj を加えながら，加算

して評価する．

μ(x(i)
a ) =

M∑
j=−M

∑
b∈Sa

p(a, b)wjx
(i+j)
b ,

M∑
j=−M

wj = 1

(16)

x(i)
a =

⎧⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎩

0, if μ(x(i)
a ) < σ;

0 or 1, if μ(x(i)
a ) = σ;

1, if μ(x(i)
a ) > σ;

(17)

ただし，i + j 番目の状態ベクトルの範囲が n，1を超えた

場合には，それぞれ，i + j − n，i + j + 1へと置き換える

こととする（トーラス状の対応関係）．

このような拡張モデルのもとでのシミュレーション結果

の詳細は省略するが，結論としては，状態変数が 1つであ

る場合と同様な結果になる [21], [22]．すなわち，σ = 0.5

である場合には，状態変数のそれぞれについてクラスタが

形成される．一方では，σ > 0.5あるいは σ < 0.5とした

場合には，特定のクラスタは形成されないで，すべての状

態変数の値は 0あるいは 1になってしまう．

2.4 局所的交流モデルの変更による小売・製造業者間の

情報共有の分析

これまで述べた格子点のそれぞれに小売・製造エージェ

ントを配置するモデルを，本論文で議論する問題に適用す

るため，次のように変更する．

(1)単独の格子点への小売・製造エージェントの配置

これまでの議論では格子点 b = (i, j)が平面的に広がっ

ており，それぞれの格子点に小売・製造エージェントが配

置され，時刻 tにおける情報共有の状態をクラスタとして

表現する方法を用いた．これに対して以下の議論では，小

売エージェントと製造エージェントはそれぞれ 1人だけで

あり，この両者の過去の取引関係が参照されて，現在の情

報共有の関係が決定されると仮定する．話を簡単にするた

め，これら小売・製造エージェントは原点 (0, 0)に配置さ

れているとする．

(2)過去の状態を格子点の周辺に配置する局所的交流

情報共有の履歴を利用することにより，現在の格子点に

おける両者の関係が決められる設定である，したがって，

時刻 tの進行とともに，格子点の状態を周辺に移動させな

がら，格子点 (0, 0)での時刻 tにおける状態を決定するモ

デルへと変更する．現在の時刻 tにおける (0, 0)での状態

は，1方向に偏らないように，左右および上下にランダム

に移動させる．具体的には r = 1の場合には，時刻の進行
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にあわせて原点の状態は，(1, 0), (0, 1), . . .へと順次移動さ

れていく．このような変更により，周辺に配置した自身ら

の過去の情報共有の関係を用いながら，時刻 t+1における

状態を決定するモデルへと，自然に拡張することができる．

(3)小売・製造業者の正しい情報共有の利益

格子点 (0, 0)にある小売・製造エージェントは，正しい

情報共有を行うことによりある一定の利益が得られること

は知っているが，一方では，虚偽の情報共有によっても，

利益が得られるケースが存在することも知っていると仮定

する．次の時刻 t + 1に，どのような判断をするかは，周

辺に配置された小売・製造エージェントの過去の行動を参

考にして行うと仮定する．用いる式は式 (14)，(15)，(16)，

(17)と同様である．

このような条件のもとで，エージェントの状態のクラス

タが形成されるかどうかを，シミュレーションによる例を

もとに検証する．ここで述べる小売・製造エージェントの

モデルと，前節で述べた平面配置された局所的交流を行う

複数の小売・製造エージェントのモデルの場合との大きな

違いは，格子点が配置された中心 (0, 0)の 1点においての

み状態変数の更新が行われることである．局所的交流の場

合のように，それぞれの格子点においてエージェントの状

態遷移が行われることはない．したがって，結果的には，

シミュレーション結果は時間の経過とともにすべての格子

点の値が 1になるか 0になるかという，簡単なものになる．

具体的には，閾値となっている σの値を 0.5からわずか

に大きくするだけでエージェントの状態により形成される

クラスタは消滅して，全部の平面のエージェントの値が 0

となる．シミュレーションの結果は特に示さないが，σ の

値が 0.5から 1に向かって，大きくなるに従ってそのクラ

スタ消滅の速度は速くなる．逆に σを 0.5よりわずかに小

さくするだけで，平面上のすべての値は 1となる．この現

象を，ここで考察している情報共有の行動（均衡点への移

動）にあてはめて解釈すると，次のようになる．

情報共有することによる利益が小さく，共有しないでも

どちらかが利益を得ると判断される場合には，時間の経過

とともに状態はすべて 0になってしまう．しかしながら，

一方では情報共有を行わないと利益が減少すると判断され

る場合には，小売・製造のエージェントの間では時間の経

過にかかわらず，情報共有が継続される．

3. 需要時系列におけるジャンプ過程と最適
生産

3.1 需要時系列におけるジャンプ過程と問題解明

ここでは，本論文で検証している事項が，問題解明にど

のように有効であるかを簡潔に述べておく．

(1)情報共有項目の解明の意義

すでに 2章において小売・製造業者間における情報共有

の項目が，単独ではなく複数になった場合においても，均

衡分析が可能であることを示した．しかしながら，共有さ

れるべき複数の項目が何であるかは示していなかった．本

章では，共有されるべき複数の項目について，特に需要時

系列におけるジャンプ過程の発生と，そのパラメータの推

定が問題であることを述べている．需要時系列が比較的定

常的で安定している場合においては，小売業者が製造業者

に提示する注文数量の時系列は安定している．しかしなが

ら，需要が拡大傾向にある場合には，小売業者は実際より

は多めに注文を出す傾向にあること，したがってその反動

として時間が経過したあとにおいては，逆に急激な注文の

減少が発生することが観測されている [1], [3], [11]．その過

程において，需要時系列の予測において，ジャンプ状の変

動が発生する．このように，現実の需要データとその予測

においては，自己回帰モデルのような定常的な遷移に加え

て，ジャンプ状の変動も考慮する必要がある．したがって，

情報共有されるべき項目を，このようなジャンプ過程のモ

デル記述パラメータにまで拡張することは意義がある．

(2)最適生産の定式化

需要時系列にジャンプ過程が含まれる場合に，製造業者

が行う生産が最適であること，すなわち得られる利益が最

大となる政策を求める必要がある．この問題について本

論文では，確率的動的計画法の方法論を用いて，定式化し

ている [12], [13], [14], [15], [16], [17], [18], [19]．一方では，

この最適化の政策においては，観測される需要時系列のモ

デル化が完全であること，あるいは小売業者から製造業者

に伝達される時系列の情報（パラメータの情報）が十分に

正確であることが要求される．もし，この情報が意図的に

歪められている場合には，得られる最大の利益は達成でき

ずに損失をともなうことになる．このような損失の評価に

も，本論文で示す最適生産のモデル分析は適用可能である．

(3)現実の需要時系列とその予測のモデル分析

すでに述べたように，小売業者は製品の販売が好調であ

る場合には多めに需要を予測し，これを製造業者に伝達す

る．その結果，この情報をそのまま解釈した場合には，本

来の需要よりは多めの生産が行われることになる [1]．一

方では製造業者は，このような小売業者の過大な予測を見

越して，生産の調整を行うことになる．このような，相互

における需要情報の予測の差異が，結果的には，不必要な

生産と製造数量の大幅な振動の発生へとつながってしま

う [1], [2], [6], [7], [8], [9], [10], [11]．これを回避する 1つ

の方法として，小売業者と製造業者が相互の予測データを

検証することが有効である．この場合に，需要時系列のモ

デルを基本として，予測データを検証することと，相互に

おける予測の差異を，時系列生成モデルと最適生産に基づ

いて調整を行うことは意義がある．

なお以下で記述する節は，文献 [13]に示されている既存

の研究を，我々が独自に拡張し導出した関係式を含む節と

なっている．そのため，付録を交えながら，可能な限り説
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明を行う形式をとっている．

3.2 需要時系列におけるジャンプ過程のモデル化

これまで述べてきた SCMにおける生産計画決定に用い

られる需要関数を，単純な自己回帰モデルによる記述か

ら拡張して，ジャンプ過程を含むものへと定式化する．需

要 D(t)は定常的にはブラウン運動に従って変動すると仮

定するが，消費動向などによりジャンプ状の変動が加わ

り急激に需要が高騰（これを上昇ジャンプと呼ぶ），ある

いは低落（これを下降ジャンプと呼ぶ）するモデルを用い

る [12], [13], [14], [15], [16], [17], [18], [19]．

なお説明を分かりやすくするために，以下では需要時系

列の生成モデルにおいて直接的にジャンプの生起を含ませ

る形を示す．本論文では，需要時系列の生成モデルにおい

て，従来とは異なるジャンプ発生の部分を付加している．

最初に，その設定の基本について概要を述べておく．まず，

時系列が急激に上昇するジャンプを仮定した場合には，時

系列がある程度の大きさに達したら，急激に大きな値へと

移行すると仮定する．したがって，時系列の値が比較的小

さい場合には，ジャンプはしないで（発生確率が小さい），

あるレベル閾値に達したら，急激に発生確率が増大するモ

デルを考える．また，ジャンプが発生したら，時系列の値

は別の値に移行するが，その移行先は定数ではなく，ある

平均と分散を持ってランダムに分布する（代表的な分布と

しては正規分布）と仮定する．次に，ジャンプが発生した

あとの時系列の挙動については，すばやく，もとの相対的

に低いレベルに復帰すると仮定する（高いレベルが維持さ

れることはない）．高いレベルから相対的に低いレベルに

復帰するのは，時系列の値が大きい場合に限られるので，

時系列の値が小さい場合には，この復帰ジャンプは発生し

ない．また，ジャンプ発生の場合と同様に，復帰する場合

の時系列の移行先を，ある分布を持つ値であると仮定して

おく．このような急激な上昇の生起と，もとのレベルへの

復帰のジャンプの発生確率の設定は，図 4 として示す区分

線形のグラフによる表現を用いている．

図 4 上昇（下降）ジャンプにおける確率 λgo，λback（上：上昇ジャ

ンプ，下：下降ジャンプ）

Fig. 4 Probability of λgo, λback in upward (downward) jumps

(upper: upward jump, lower: downward jump).

一般的に SCMにおける最適な生産を決める場合には，

需要の時系列だけではなく，価格の変動についてもジャン

プ過程を含ませる必要がある．しかしながら需要と価格の

両方にジャンプ過程が含まれる場合には，問題が複雑とな

り，本来の分析目的についての見通しが悪化する危険性が

ある．したがって以下では，需要時系列にだけジャンプ過

程が含まれるように問題を簡単化している．この理由とし

ては，次の 2つがある．1)現実の多くのモデル分析では，

価格と数量のどちらかは安定して，一定の値かそれに近い

緩やかな変動を仮定している，2)需要と価格の 2つに同

時にジャンプ過程を含ませる分析は，本質が不明となる問

題があり，場合によっては，不安定なシミュレーションし

か実施できない点があること．2)は，分析における基本

的な問題であり，いくつものパラメータ変化により本質的

なデータの解明ができない危険性があることに関係してい

る．さらに，価格と需要の両方にジャンプが含まれる場合

には，変数の変動領域がきわめて拡大するため，計算の実

行において特別な配慮が必要となる．1)について，これま

での分析事例における問題設定としては，よく知られてい

る文献 [13]における電力オークションの事例がある．この

研究では，電力価格は大きく変動するが，需要の変動はき

わめて緩やかであると仮定されており，現実の市場におい

ても変動は緩やかである．一方，文献 [29], [30]に述べられ

ているように，新規の技術開発がともなう新製品の製造販

売においては，後述するようなキャズムと呼ばれるような

需要の急落が観測されるケースも存在するが，一方では，

市場価格は一定であることが観測されている．企業の収益

は，製品価格に需要をかけたもので推定できるので，以上

のこれまでの問題設定を参考にすると，本論文のように，

価格は一定で需要にだけジャンプ過程が含まれる（あるい

は逆に，需要は一定で，価格にジャンプ過程が含まれる）

とする仮定は，妥当であると考えられる．

需要時系列の変動モデルを説明する．まず，上昇（下降）

ジャンプにはジャンプの開始（go）と，このあとにもとの

レベルに復帰する動作（back）とからなると仮定する．時

間間隔 dtの間における需要 Dの変化 dDは，次のように

書ける．話を簡単にするため上昇ジャンプが存在する場合

だけを示すが，下降ジャンプも同時に存在する場合には，

次に示す最後の 2番目と 3番目の項目を下降ジャンプのた

めに付加すればよい．

dD = α(D, t)dt + (J1 − D)λgodt + (J2 − D)λbackdt

+ σDdz (18)

ここで α(D, t)は，周期的な変動など定常的な挙動を与え

る関数である．dz はブラウン運動の微分値であり，また

λgo，λback は単位時間あたりの開始（go）と復帰（back）

ジャンプの発生確率であり，J1，J2はこれらの 2つの動作

の大きさ（需要レベルの移動先の大きさ）に対応しており，
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正規分布に従うと仮定する．すなわち，N(a, s)を平均が

a，標準偏差が sである正規分布として

J1 ∼ N(a11, s11), J2 ∼ N(a12, s12)

であるとする．下降ジャンプの場合には J1，J2はそれぞれ

下降ジャンプの開始（go），もとのレベルに復帰する（back）

動作に対応し，次のように仮定しておく．

J1 ∼ N(a21, s21), J2 ∼ N(a22, s22)

この式 (18)のように表現できる理由としては，経済分

野の時系列の特徴がある．経済時系列の多くが，トレンド

（傾向線），季節性（周期性変動），ランダム成分の和あるい

は積により表現できることが知られている．したがって，

式 (18)に示す表現は，時系列の増分に関して，成分の和

に分解できることを用いていることになる．あとで示す応

用例においては，周期変動は代表的に単独の正弦波として

おり，トレンドは特に用いていない．この表現に加えて本

論文では，ジャンプの発生を加えて，適用範囲を拡大して

いる．

ジャンプの開始と復帰（go，back）の発生確率 λgo(D)，

λback(D)を規定する関数の形状については，図 4 に示すよ

うな区分線形のやや簡単なものを仮定する [13], [16], [17],

[18], [19]．この関数形状を複雑にすることも可能であるが，

ジャンプは頻繁には発生しないことや，関数形状の細かな

違いはジャンプ発生に大きな影響を与えないことが背景に

なっている．図 4 において上昇（下降）ジャンプにおけ

る発生確率を，時系列 D(t)の関数として分かりやすく示

している．これらの図 4 より分かるように確率 λgo(D)，

λback(D)はある閾値（DT11 など）の上下で変化すること

を仮定しており，遷移する領域を除いては一定値（θ11 な

どとして定義）である．具体的には，時系列 D(t)の値が

DT11 を超えない場合には，上昇する方向のジャンプ（go）

はあまり発生しない（確率が小さい）．D(t)の値が DT11

を超えると，相対的に大きな確率 θ11 でジャンプが発生す

る．今度は，上昇したジャンプがもとの低いレベルに復帰

する場合を考える．時系列の値が閾値 DT12 を超えると，

確率 θ12 で，復帰ジャンプ（back）が発生する．もしD(t)

がジャンプ発生後の大きな値をとっていれば，復帰は高い

確率で生起し，上昇ジャンプ発生前の低いレベルに復帰し，

時系列は短い時間だけ高いレベルに達する．下降ジャンプ

の発生ともとのレベルへの復帰も，同様に図 4 により説明

することができる．図 5 にはパラメータをある組合せに設

定した場合の，上昇ジャンプならびに下降ジャンプが含ま

れる時系列の例を示している．

なお，これらのパラメータを変更する影響の概要につい

ては，以下のようにまとめられる．乱数生成の分布の平均

値（a11など）はジャンプが発生したときの時系列の移行先

の大きさを規定する．ジャンプの発生確率である θ11(θ21)

図 5 上昇ジャンプおよび下降ジャンプの例（上：上昇，下：下降）

Fig. 5 Examples of upward and downward jumps (upper: up-

ward jump, lower: downward jump).

などは，上昇（下降）ジャンプの発生頻度を与え，これら

が大きいと上昇（下降）ジャンプが頻発する．同様に確率

θ12(θ22)が大きい場合には，価格が上昇（下降）してもと

のレベルに戻る時間が短いことを意味しており，確率が小

さい場合には，上昇（下降）したまま継続する時間が長く

なる．

3.3 製造業者の最適行動の偏微分方程式による記述

製造業者は予測された（観測可能であると仮定した場合

の観測データである）需要時系列 D(t)をもとにして，自

身の利益を最大化する生産を行う．この場合の関係式を導

出する．

R(t)を時刻 tにおける最適な在庫数量，c(t)を最適な生

産数量とする．c(t)は最適化問題の解として求まる，正の

値をとる変数であるが，その上限は与えられていると仮定

する．この場合，次のような関係式が得られる．

dR(t) = [c(t) − D(t)]dt. (19)

上に述べたような前提のもとで，現在の時刻 tから最終

の時刻 T までの製品の製造販売による価値を最大化する問

題の解を求める手順を示す．与えられた評価関数の最大化

問題は，次のものである．

V (D,P, f, c, t, R) =

max
c

E[
∫ T

t

exp(−ρ(t − τ))F (D,P, f, c, t, R)dτ ] (20)

F (D,P, f, c, t, R) = PD(t) − A(c(t), f) − H(R)

− B([D(t) − c(t) − R(t)]) (21)

ここで，P，f は一個の製品の価格と製造に必要なコストで

ある（定数であることを仮定する）．またA(.)，H(.)，B(.)

は製品を生産するコストを表す関数，在庫コスト関数，在
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庫切れ（back order）コスト関数である．A(.)，H(.)，B(.)

は既知の関数として形状を設定する．通常，関数 B(.)は

生産が十分でない場合に，他社から製品を直接調達する場

合のコストを意味するが，ここでは製品価格が下落して，

製造するより直接製品を調達する方が有利な場合に，製品

の製造数量を調整するための関数として用いる．なお関数

B(x)は通常の定義では，変数 xが否負の場合には変数と

同じ値 xをとり，変数が負の場合にはゼロとなる関数であ

る．しかし，本章で取り扱うような確率微分を用いる定式

化においては，関数は 2次微分可能であることが必要であ

る．これを考慮して本章では次のような近似的な関数を用

いている．

B(x) = 0.5x(1 + tanh(10x)) (22)

ρは，このような投資問題で設定する定数で，時間経過

とともに価値が減少する割合（割引率）を示す．

式 (21)，(22)における最大化問題を解くことにより，次

の偏微分方程式が得られる．証明は付録 A.1に示す．ただ

し添え字の k = 1, 2はそれぞれジャンプの発生と復帰（go，

back）に対応している．

max
c

[L(V ) + F (D,P, f, c, t, R) + (c − D)VR]

+
2∑

k=1

λkE[V (+,D)
k − V ] = 0 (23)

上に示した偏微分方程式において，決定変数である c(.)

は，次に示す最大化問題の解として与えられる．

max
c

[F (D,P, f, c, t, R) + (c − D)VR] (24)

このように決定された cを代入して，利益 V (.)に関する

偏微分方程式を得ると，次のようになる．

0 = L(V ) + F (D,P, f, c, t, R) + (c − D)VR

+
2∑

k=1

εkE[V (+,D)
k − V ] (25)

以上のような確率微分方程式を，境界条件を定めること

により解けば，価格が決定される．この偏微分方程式の解

の終端条件は次のようになる．

V (D,P, f, T ; c) = 0 (26)

これまでの導出手順を用いると，変動要因に関する偏微

分方程式が得られるので，これを解くことにより評価関数

の最適化を行う決定変数 c(.)の値，およびこのときの評価

関数の値を求めることができる．しかしながら，一般には，

変動要因の数が増加したり係数の形状が複雑になると，解

析的に解を求めることはきわめて困難になる．このような

ことを考慮して，以下では，偏微分方程式を数値的に解く

方法として，よく用いられる有限差分による計算法を使用

する．

3.4 情報共有の対象となる項目

これまで述べてきたように，需要時系列が与えられた場

合に，これを前提とした最適な生産を求めることができる．

しかしながら一方では，その需要情報が正しくない，ある

いは虚偽に歪められた場合には，最適な生産は実現できな

い．次の章では，このような需要情報の伝達情報共有と生

産における利益損失の関係を，シミュレーションをもとに

議論する．この議論の前に，ここでは，需要時系列と情報

共有の基本的な関連について整理しておく．

本論文では，需要予測は市場に直面する小売業者が行う

と仮定しておく．最近の研究では，小売業者と製造業者の

間で需要情報を共有することや，あるいはその前提として，

共同で需要を予測する研究も示されているが，やや本論文

の主題とは異なると思われるので，省略する．

SCMにおける小売業者と製造業者との間で，需要時系

列の挙動に関して情報共有されるべき項目は，時系列生成

のモデルをそのままあてはめると多数にのぼるが，これら

のすべてを情報共有のパラメータとすると，問題の本質が

分からなくなる可能性がある．また共有パラメータにした

場合に，同じ現象を述べている問題もある．このようなこ

とを考慮して，本論文では，需要時系列の生成モデルにお

いて次のような項目が，小売業者から製造業者に伝達され

ると仮定する．

(1) α(t)における周波数 ω

関数 α(t)の詳細は述べていないが周期的であり，かつそ

の周波数 ωだけが伝達されると仮定しておく（関数の詳細

は，次章で述べる）．α(t)の振幅の大きさは次に述べる σ

と類似した情報を持つことと，需要時系列に強い周期性が

存在する場合は単純な結果となることを考慮して，可変と

はしていない．

(2) σ

ブラウン運動のパラメータである σを，共有情報である

と仮定しておく．

(3) DT11(DT21)

上昇および下降ジャンプの発生において閾値となる

DT11(DT21)を，共有情報であると仮定しておく．

(4) J1 ∼ N(a11, s11)における a11，J2 ∼ N(a21, s21)に

おける a21．

上昇ジャンプを規定する正規分布 J1 ∼ N(a11, s11)にお

けるパラメータである平均 a11，および下降ジャンプを規

定する正規分布 J1 ∼ N(a21, s21)におけるパラメータであ

る平均 a21 を，共有情報であると仮定しておく．一方では

ジャンプの発生と広がりは連動することを考慮すること

と，分析の煩雑さを回避する目的で，パラメータは s11 は

a11に比例して変化し，s21は a21に比例して変化すると仮

定しておく．これ以外のパラメータ（a12 など）は固定し

ておく．

なおジャンプ発生の確率である θ11，θ12などは，最初の
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段階では定数であると仮定しておく．しかしながら，ジャ

ンプの発生ともとのレベルへの復帰が緩やかであるケース

を分析する必要があり，応用例の後半では可変とした場合

を考察する．

4. 応用例

4.1 シミュレーションの目的

以下では，次に示す 2 つの事項について，シミュレー

ションを基礎として分析を行っていく．すなわち，(1)本

論文で提案する需要時系列にジャンプ過程が含まれる場合

に，その時系列生成モデルのパラメータの共有の効果分析

を行うこと，(2)現実に観測される需要時系列とこれに対

して小売業者が行う需要予測との差異の分析の試み，につ

いてである．

まず事項 (1)については，本論文で提案する需要にジャ

ンプ過程が含まれる場合に，モデル記述のパラメータの重

要度を評価することを行い，情報共有の意義を明らかにす

ることを目的としている．しかしながら一方では，シミュ

レーションのデータは人工的であり，現実に観測される需

要時系列と小売業者による需要予測においてどの程度の差

異が見られるかを検証する必要がある．このような目的の

ために，事項 (2)において 2種類の現実データについて，観

測される需要時系列と，小売業者が行う予測の差異分析を

試みる．ただしこの場合には，需要時系列の値そのものの

差異ではなく，時系列を生成するモデルのパラメータの間

における誤差（相対誤差）を論じることにより，人工デー

タによる検証との整合性をはかっている．

4.2 情報共有のレベルと生産効率

以下では，本論文で提案する SCMにおける情報共有の

価値評価について，シミュレーションをもとに考察する．

すなわち，小売業者と製造業者との間で，需要時系列に関す

る情報時系列モデルのパラメータがどの程度まで共有され

れば利益の確保が保証されるか，あるいは逆に情報共有さ

れない場合には，どの程度の損失が発生するかを考察する．

情報共有される需要時系列に関するパラメータを，再度示

すと以下のようになる：(1) ω，(2) σ，(3) DT11(DT21)，

(4)正規分布 J1 ∼ N(a11, s11)における平均 a11 と正規分

布 J2 ∼ N(a21, s21)における平均 a21．

これらのパラメータの値が，設定された標準的な値から

乖離して小売業者から製造業者に伝達された場合の，利益

の損失を評価する．この場合の，基本となる標準的な需要

時系列に関するパラメータについて，シミュレーションの

条件を以下のように設定する（基本設定と呼んでおく）．

式 (18)に示す本論文で用いる時系列の増分に関する表

現の説明で述べたように，時系列はトレンド（傾向線），季

節性（周期性変動），ランダム成分の和に分解され，本論

文ではさらに，ジャンプの生起を加えている．単独の正弦

波で代表される周期性変動においては，その周期を約 26

としており，月に含まれる実働の操業日数や，1日の時間

間隔（hour）として用いている．ジャンプの発生を記述す

る部分のパラメータに関しては，文献 [13]で示されたデー

タを参考にして，設定している．具体的には，ジャンプは

頻繁には発生しないが，発生するとかなり大きなレベルに

達すること，そのレベルは周期変動やランダム成分とは明

らかに異なる大きさとなることを参考にしている．なお，

文献 [13]においては，ここに示すパラメータを用いて時系

列を再現すると，その挙動は現実の電力オークションにお

ける実際の価格変動におけるジャンプ発生に，きわめて類

似していることが確認されている．このようなことから，

本論文においても，文献 [13]におけるパラメータ設定を

踏襲，ないしは参考にして用いている．しかしながら，文

献 [13]の方法論においては，分析の対象が電力価格である

ことと，下降ジャンプを含まない問題があるので，さらに

検討が必要である．この問題に対して我々は，日本の最近

の市場で観測される製品の需要データを分析することによ

り，文献 [13]と類似したモデルを用いることができるかを

検証した．その結果，式 (18)に示す時系列生成モデルは，

少なくとも最近観測されている 5 個の製品に関する需要

の時系列に関しても，人工データと同じく多段ファジイ推

論によってパラメータ推定を行う．ジャンプ現象は現実に

は頻繁には起こらないため，データのみを用いたモデル化

では推定誤差が大きくなる恐れがあるため，学習手法によ

るパラメータ推定を行う．このときジャンプを含むサンプ

ルデータを教師データとする．この手法の概要は付録 A.2

に示す．時系列モデル推定においては当然誤差が存在する

が，本論文で用いている推定手法においては，人工データ

による推定誤差は 3～10%程度であり推定性能は良好とい

える [19]．現実に観測された 5つの製品需要時系列につい

て，適用したデータにはジャンプ過程が含まれており，多

段ファジイによる推定を行い，式 (18)に示す時系列生成モ

デルとして用いることは可能である．パラメータ推定の概

要は付録 A.3に示す．

上昇ジャンプの場合：

α(x, t) = 0.4[(15 sinωt + 27 − x)]，ω = 0.26

σ = 0.2，DT11 = 100，DT12 = 100

a11 = 700，s11 = 100，a12 = 100，s12 = 10，θ11 = 0.01，

θ12 = 0.85

下降ジャンプの場合：

α(x, t) = 0.4[(15 sinωt + 27 − x)]，ω = 0.26

σ = 0.2，DT21 = 100，DT22 = 50

a21 = 50，s21 = 20，a22 = 50，s22 = 20，θ21 = 0.01，

θ22 = 0.85

小売業者が需要時系列を分析し時系列を記述するパラ

メータを予測して，製造業者へ伝達することとして，情報

共有を定義する．伝達するパラメータの値である情報は，
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予測誤差が含まれて真の値から乖離することや，小売業者

が意図的に虚偽の情報を伝達するケースも含まれている．

製造業者は小売業者から伝達された需要時系列のパラメー

タを用いて，この条件のもとで最適と思われる生産を実施

する．一方市場では，製品は実際の需要時系列に従った販

売が実施される．この結果，製品の過剰や不足が発生し，

需要予測が正確である場合と比較して，損失が発生する

（この損失を誰が負担するかはここでは議論しない）．この

損失を評価することで，情報共有の価値を測る．

具体的には，情報共有の価値は時間間隔 t = 1 ∼ T にわ

たる製造業者の獲得するキャッシュフローである数値，す

なわち V (0)を用いて測定する．もし，小売業者と製造業

者の間での情報共有が完全であるならば V (0)の数値は最

適生産を仮定した場合の数値（V (0)P と表記する）に等し

いであろう．一方，情報共有が完全ではない場合には，こ

の数値 V (0)（V (0)S と表記する）は数値 V (0)P から離れ

ることになる．したがって，この 2つの数値の差を検証す

ることで，情報共有の価値を見ることができる．

以下では情報共有が正確にははかられないケースを仮

定し，以下の 4つのケース Case I～Case IVを考察する．

Case I～Case IVにおいては，分析の対象となる 4つの項

目がそれぞれ乗数 0.5，1.2，1.5および 1.8がかけられて正

確さが失われると仮定しておく．たとえば Case Iのおい

ては項目である ω の代わりに，誤った情報である 0.5 × ω

が伝達される．

なお，シミュレーション分析においては，ジャンプ発生

を規定するパラメータの中で a11，a12，a21，a22 だけを対

象として，s11 などの標準偏差は対象としてはいない．こ

の理由については，2つあり，1)正規分布を仮定しており，

平均と標準偏差は比例関係にあると定義し推定しても利益

評価に大きな影響がなかったこと，2)平均値と標準偏差の

推定誤差が利益の評価，すなわち情報共有の評価に与える

影響が，きわめて小さいことにある．

表 1，表 2 には，このような条件下でのシミュレーショ

ンをもとに得られた情報共有の価値をまとめて示している．

この表 1，表 2 では評価尺度を，次のように定義している．

Q = (V (0)P − V (0)S)/V (0)P (27)

この表 1 から，次のようなことが分かる．

(1) ωはつねに大きな影響を与えている．

(2) σ は正しい値からの乖離に従って大きな影響を与え

ている．

(3)ジャンプの生起に関するパラメータDT21，a21 など

の推定精度は大きな影響は与えない．

すなわち ωは需要時系列の周期を定めるもので，生産の

タイミングを決定するパラメータであり，この数値に関す

る情報が正しく伝達されることが必須である．また σは時

系列のバラつきや，瞬間的な変動を制御するので，これに

表 1 情報共有価値計測のための指標 Qの例（上昇ジャンプの場合）

Table 1 Examples of indicator Q for evaluating information

sharing (cases occurred in upward jumps).

forward Case I Case II Case III Case IV

ω 0.12 0.11 0.11 0.12

σ 0.04 0.12 0.19 0.14

DT11 0.01 0.01 0.01 0.01

a11, a12 0.01 0.02 0.03 0.05

表 2 情報共有価値計測のための指標 Qの例（下降ジャンプの場合）

Table 2 Examples of indicator Q for evaluating information

sharing (cases occurred in downward jumps).

forward Case I Case II Case III Case IV

ω 0.13 0.12 0.12 0.13

σ 0.03 0.10 0.16 0.14

DT21 0.004 0.008 0.008 0.005

a21, a22 0.0004 0.002 0.004 0.009

関しても情報共有が必要となる項目であるといえよう．た

だし σは基本的に乱数に関連する項目であり，数値を正し

く伝えたとしても，これをどのように使用するかは課題と

して残るであろう．

なお，ジャンプの生起に関するパラメータDT21，a21な

どにおける情報の共有が，それほど正確でなくても，利益

の損失に与える影響が相対的に小さいことに関しては，次

の節であらためて検証する．

4.3 需要下落からの回復が緩やかな場合の情報共有の価値

前節で述べたように，需要時系列に含まれる 4つのパラ

メータ項目の中で，小売業者と製造業者との間で情報共有

がうまくいかない場合に生産や利益獲得に大きなマイナス

となるものは，ωと σであることが分かる．一方，本論文

で主要な分析の対象としているジャンプ過程の発生に関す

るパラメータに関する情報共有の効果については，生産や

利益にはあまり影響を与えていないことが分かる．これは

ある意味では当然のことであり，ジャンプの発生は需要時

系列の全体から見れば瞬間的なものであり，しかもすばや

く元のレベルに復帰する時系列生成モデルを導入してい

る．そこで以下では，この条件を緩和した場合の，情報共

有の価値について考察する．具体的には需要時系列におけ

る大きな落ち込みが発生すると同時に，需要下落からの回

復が緩やかな場合である [29], [30]．この現象は市場におい

てキャズムと呼ばれるものに見られるが，ここでは詳細は

省略し，時系列の形状についての議論だけを行う．

需要時系列において下降ジャンプが発生すると同時に，

需要下落からの回復が緩やかな場合を人工的に生成する

には，ジャンプからの回復を定めるパラメータである確率

θ22 を，基準設定より小さくすることにより可能である．

これにより，需要時系列が下降したレベルに滞留する時間
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図 6 下落からの回復が緩やかな下降ジャンプ発生の例

Fig. 6 An example of occurrence of downward jump having

slower recovery to pervious position.

も長くなる．図 6 には，このような下降ジャンプの発生の

事例を示す．ここではシミュレーションをもとに，以下の

ように，パラメータを変化させた場合の指標の計算を行う

（カッコの中の番号 No.1などにより区別する）．

θ22 = 0.6(No.1), 0.4(No.2), 0.2(No.3), 0.1(No, 4)

なおこのシミュレーションにおいては小売業者は実際発

生する需要の下落の継続を感知できないか，あるいは感知

しても製造業者とはまったく情報共有を行わないと仮定す

る．すなわち製造業者は，正常な需要時系列を基本として

生産を行う．極端な場合として，製造業者は需要時系列に

はまったくジャンプ過程が含まれないと見なすと仮定して

おく．

このような下降ジャンプの発生条件を変更した場合に，

シミュレーションにより推定される指標Qの値を簡潔にま

とめると，以下のようになる．

Q

= 0.012(No.1), 0.023(No.2), 0.045(No.3), 0.087(No, 4)

Qの値は小さいときには Q = 0.012であるが，下降ジャ

ンプからの復帰確率 θ22 が小さい場合には Q = 0.087に達

している．これは，前節で議論した小売業者と製造業者の

間での情報共有の不完全さにより失われる利益の大きさに

匹敵するものとなっている．しかもジャンプ過程を事象と

して見た場合には，需要時系列の周波数や含まれる乱雑さ

に相当するブラウン運動のような明らかな事象ではなく，

急激に発生して収束する事象であることから，情報共有の

対象にはなりにくい問題点を含んでいる．

4.4 現実データ分析の試み

本論文で示した小売・製造業者の間における需要時系列

の情報共有の効果分析について，いくつかの現実データを

用いた考察を行う．なお，本論文の手法とその目的につい

て，ここで再度整理をしておく．前節の人工データを用い

たシミュレーション分析（情報共有の評価）においては，

図 7 観測された需要時系列と予測の時系列（事例 1）

Fig. 7 Observed time series and its forecast (Example 1).

できるだけ現実の市場で観測される時系列の形状に類似

するような，パラメータの設定を行っている．ジャンプ過

程を含む時系列の事例は，それほど多くは存在しないが，

文献 [13]に示された方法においては，現実の電力オーク

ション市場における価格変動に対する再現性が確認されて

いる．また，本論文の手法の有効性を，その目的から再確

認すると，これまでの研究においては，情報共有する項目

があまりにも制限されていた点を解決する，1つの方法論

となっていることがある．具体的には，需要時系列におい

て発生するジャンプ過程の形状パラメータも，情報共有の

対象とすることである．この意義については，後で述べる

考察において整理している．これまでの事例研究において

も小売・製造業者の間での情報共有の形態の分析やその有

効性について示されている [6], [7], [8], [9], [10], [11]．すな

わち，一般的に小売業者は販売が順調である場合には多め

に発注を行うこと，同時に製造業者はこのような過剰な発

注を見越して，増産をわざと先送りするなどの対応が知ら

れている．一方，小売業者の発注が製造業者の製造計画へ

悪影響を与えることも知られており，いわゆる Bullwhip

Effectとして整理されている [1]．

ただし一般には，このような，いわゆる社内の政策に関

する情報は公開されることはないので，分析には一定の限

界があることを述べておく．したがって本論文では現実

データの分析として，実際に観測されたデータである公表

されている小売業者の需要予測と実際の販売実績（これは

製造業者が行う本来の適正な製造数量でもある）の時系列

をもとにして，パラメータ推定の差異を分析する．以下の

2つのデータを用いる．図 7 には，事例 1のデータを示す．

図 7 では，実際に発生した需要の時系列は S-Realizedと

して表示し，小売業者の予測する需要時系列は S-Forecast

として区別している．

事例 1（Example 1）：文献 [1]に示されている需要と予

測のデータ

事例 2（Example 2）：文献 [11]に示されている需要と予

測のデータ

時系列を生成するモデルをあてはめパラメータを推定す
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表 3 時系列の生成モデルのパラメータの推定値の差異（需要時系列

と予測時系列の間に存在する相対誤差）

Table 3 Difference of estimated parameters obtained for gen-

eration model of time series (relative error exsting be-

tween real demand time series and forecast).

parameters Example 1 Example 2

ω 0.70 (Q = 0.12) 0.81 (Q = 0.13)

σ 0.76 (Q = 0.14) 0.85 (Q = 0.16)

DT11 1.80 (Q = 0.01) 1.85 (Q = 0.01)

a11, a21 4.50 (Q = 0.01) 4.70 (Q = 0.01)

る対象の時系列は，S-Realizedおよび S-Forecastの 2つが

ある．これらの両方についてジャンプ過程を含む時系列モ

デルをあてはめ，パラメータを推定し，これらの差異を議論

する．なお観測された時系列について，ジャンプ過程を含

む時系列モデルをあてはめパラメータ推定を行う方法とし

て，以前，我々が提案した遺伝的プログラミング（Genetic

Programming: GP）手法と多段ファジイ推論を用いる方

法を適用する [5], [19], [21], [24], [25], [26], [27], [28]．しか

しながら，この方法論をここで論じるには適切ではないの

で，概要を付録 A.2にまとめておく．

GP手法と多段ファジイ推論を，すでに述べた 2つの時

系列データの事例に適用すると，表 3 に示すように時系列

の生成モデルのパラメータの推定値の差異として，需要時

系列と予測時系列の間に存在するモデル間の相対誤差が得

られる．表 3 においては，たとえば ωについて S-realized

に対して得られるパラメータの推定値（ωR としておく）

と，S-forecastに対して得られるこの推定値（ωF としてお

く）に対して求めた相対誤差 |ωR −ωF |/ωRを示している．

表 3 から，ジャンプ過程の発生に関するモデルパラメータ

の推定値の差異が大きいことことが確認でき，小売業者は

過大に需要変動を予測していることが分かる．

このようなことから，実際に観測される小売業者の行

う需要予測は，本来実現する需要（真の需要）から，かな

りかけ離れるケースが存在することが分かる．この差異

を，本論文の 4.2節で行ったシミュレーション分析にあて

はめると，本来得られる利益からの損失として，発生する

Qが推定できるので，表 3 においては欄のカッコの中に，

(Q = 0.12)などとして記述している．この数値から，人工

データの場合に発生する最も悪いケースに相当する損失が

発生していることが分かる．

4.5 解析例のまとめ

本論文では，本論文で提案する需要時系列にジャンプ過

程が含まれる場合に，その時系列生成モデルのパラメータ

共有の効果分析を行うことを目的に人工データによるシ

ミュレーション，ならびに現実の時系列への適用例として

公表された製品需要と小売によるその予測データを用い，

効果分析を行った．

情報共有の対象となる項目は式 (18)の形で示される需要

時系列生成モデルにおける周期性部分に対応したパラメー

タ，ランダム成分であるブラウン運動を示すパラメータ，

ならびにジャンプ過程を示すパラメータで，情報共有によ

る利益を評価項目とした．人工データによるシミュレー

ションではこれらパラメータの情報が真の値から離れて劣

化した場合，どの程度利益が失われるのか，情報の劣化度

合いを変化させた 4つのケースで比較した．

シミュレーションの結果では周期性やブラウン運動を示

すパラメータの共有情報が劣化した場合，利益が大きく失

われた．一方ジャンプの生起に関するパラメータについて

は，その情報劣化は利益に大きな影響を与えなかったが，

これはシミュレーションの設定において需要のジャンプ発

生から元に戻るまでの期間が瞬間的なものであり，単なる

外れ値となってしまっているため大きな影響を与えなかっ

たと考えられる．そこで，ジャンプが発生して元の状態に

回復するまでが緩やかな条件でシミュレーションを行った

ところ，利益の損失が周期性やブラウン運動に関するパラ

メータの劣化に匹敵する程度の大きさで発生した．

また現実データへの適用可能性について，実際にジャン

プが含まれる製品需要データについてその効果分析を行っ

たところ，小売の行う需要予測が本来実現する真の需要か

らかなりかけはなれたケースが存在し，人工データによる

シミュレーションでの最も悪いケースに匹敵する損失が発

生していた．

以上より，情報共有における情報の劣化はサプライチェー

ンにおける利益を大きく損ねること，ジャンプ現象が発生

し，復帰が緩やかな場合，情報劣化に匹敵する利益損失が

発生すること，そして，現実データにおいて，小売の需要予

測が現実の需要と大きく離れているケースが存在すること

が確認された．最近観測されている日本の製品の需要デー

タにもジャンプが確認されているため，適切な需要情報共

有による利益損失の低減は意味があると考えられる．

4.6 考察

本論文においてこれまでの分析で示したように，小売・

製造業者の間での需要時系列のパラメータの推定値を共有

することは，製造と販売の両面で利益の拡大と損失の発生

抑制に寄与することが分かる．本論文では，需要時系列の

モデル化とシミュレーションによる分析を用いて，情報共

有の価値の評価としてまとめ検証を行っている．また，式

(18)に示す時系列生成モデルをジャンプ過程を含む需要時

系列に適用する点に関して，付録 A.2において，実際に観

測される日本における 5つの製品の需要時系列についてモ

デルあてはめ分析を示し，妥当性を検証している．ただし，

モデル推定にともなう推定誤差を解消する課題は未解決で

ある．

企業間での実際の情報共有について考察する場合，以下
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のような事例に基づく視点が有用である：1)実際に行われ

ている需要予測と製造，2)情報共有の不備が起こす問題，

3)情報共有の実施手法．

最初の 1)実際に行われている需要予測と製造に関して

は，製造業者においても独自の需要予測を実施している

ケースが見られる [31]．その手法においては，線形回帰モ

デルによる需要形成要素による予測や，さらに 1次ないし

は 2次の時間遅れ要素の導入がなされる．多くの場合，製

品需要の長期的な予測は，なめらかな関数によることが多

いことが確認できる [31]．しかしながら，このような滑ら

かな需要時系列ではなく，急激なジャンプが含まれる要因

としては，小売業者からの変則的な注文がある．報告され

ている事例として，買い手（小売業者）の方の力が強い，

ヒット製品の部品の受注を受けると一時的な特需になるが

設備投資拡大後に際キャンセルされる，などの要因がある．

したがって本論文で分析しているように，情報共有は利益

拡大に有用な要素であることは疑問のないところではある

が，主として小売業者からの事情で，需要の急変が発生し

ている．

次に 2)情報共有の不備が起こす問題については，小売

業者から製造業者への誤った需要情報の伝達による障害が

多く報告されている．最近の報告事例においても，商品の

爆発的ヒットから増産体制としたが翌年大量のキャンセル

が原因で倒産する，取引先の規格変更に対する需要予測を

誤るなどの問題が発生している．これらは小売業者の行う

需要予測の不備であるとするだけではなく，独自の利益を

追求する故意として分析することもできる．

第 3番目の 3)情報共有の実施手法についてはすでにい

くつかの代表的な研究において指摘されまた現実の市場

でも部分的に行われているので，簡潔にまとめておく．具

体的な情報共有の実施方法は，需要予測の間隔の短縮化，

EDI（Electornic Data Interchange）の導入，調達価格の安

定化，在庫情報の小売製造業者間での共有であり，これに

より過大な需要予測の変動を抑制することができる [1]．し

かしながら一方では，これらの改善を実施するには企業間

の信頼関係形成とコスト増が必要であることも指摘されて

おり，本論文で示すような，情報共有の利益が製造・小売

の双方に利益拡大をもたらす結果の提示は，有用であろう．

次に文献 [6], [7], [8], [9], [10]に理論的展開として述べら

れている，小売・製造業者の間における情報共有への誘導

方法に関連して，考察を行っておく．この理論的アプロー

チに関連して重要なポイントは 2つあり，1)製造業者は最

適な生産レベルの状況をさまざまな観測で知っており，こ

れを統計処理の基礎としていること，2)小売業者はつねに

虚偽の需要情報を伝える傾向にある，ことである．第 2番

目の小売業者が自身の利益だけを考慮する傾向にあること

は，文献 [1]において整理されており，特に販売拡大期にお

いては競合他社に先駆けて多めに注文を出すことや，ロッ

トサイズと呼ばれる，まとまった単位でしか注文が出せな

いという現実的な理由もある．

本論文の分析結果は，この重要なポイントの第 1番目の

問題解明に役立つと考える．すなわち，これまでの情報共

有のモデル分析においては，需要時系列の表現はきわめて

簡単であり，その有効利用の方法も限定的である．具体的

には，需要時系列が自己回帰モデルに従って変化する場合

や，さらにこれを簡単化して，需要が大きいか小さいかだ

けに限定をされている．これに対して本論文の提案モデル

においては，ジャンプ過程を含む需要にまで拡大しており，

さらに，これらを情報共有することで得られる利益や損失

を評価している．したがって，日本における流通業への海

外からの参入障壁の 1つともいわれている，小売・製造業

者の間での不透明な商取引の慣行を是正するなどの目的に

も有用であろう．

5. むすび

本論文では SCMにおけるジャンプ過程を含む需要時系

列の情報共有に関する均衡分析と応用について述べた．ま

ず，SCMにおける小売・製造業者との間での情報共有に

ついて先行研究の結果を整理し，さらに，一般的に情報共

有する項目が増加する場合についても，局所的交流をする

エージェント挙動の分析手法を用いて，均衡点の存在を証

明した．次に，需要時系列にジャンプ過程が含まれる場合

への一般化と，最適生産との比較により情報共有のレベル

の評価を行う定式化を示した．応用例では人工的に生成さ

れた時系列データのもとでの，小売業者と製造業者との間

での情報共有の評価を論じ，現実データへ適用可能性を考

察した．

今後，本論文の手法を現実のジャンプ過程需要・価格変

動を含む最適化問題など適用し，有効性を検証する予定で

ある．
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付 録

A.1 最適生産の関係式の導出

式 (21)を 2つの時間区間に分けて表現すると，次のよう

になる．

V (D,P, f, c, t, R)

= max
c

E[
∫ t+dt

t

exp[−ρ(τ − t)]F (D,P, f, c, t, R)dτ

+
∫ T

t+dt

exp(−ρ(τ − t))F (D,P, f, c, t, R)dτ (A.1)

さらに変形すると，次のようになる．

V (D,P, f, c, t, R)

= max
c

E[
∫ t+dt

t

exp[−ρ(τ − t)]F (D,P, f, c, t, R)dτ

+ exp(−ρdt)

×
∫ T

t+dt

exp[−ρ(τ − (t + dt))]F (D,P, f, c, t, R)dτ ]

(A.2)

この第 2項は，評価関数の定義式において時間をずらし

た表現であるので，この式を，時間 tの微小変化 dtの間に
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おける変分を用いて書き直すと，次のようになる．

V = max
c

E[
∫ t+dt

t

exp[−ρ(τ − t)]F (D,P, f, c, t, R)dτ

+ exp(−ρdt)V (D + dD, c(t + dt), t + dt, R + dR)]

(A.3)

この式に対して，多次元変数に対する伊藤（Ito）のレン

マを用いて確率変数の 2次微分までを求めたあと，代入を

繰り返し，式を変形すると次のようになる．

max
c

[[F (D,P, f, c, t, R) + L(V ) + (c − D)VR]dt

+
2∑

k=1

λiE[V (+,D)
k − V ]dqk (A.4)

L(V ) = Vt +
1
2
σ2VDD + αVD − ρV (A.5)

ただし，V
(+,D)
k （k = 1, 2をジャンプの開始と復帰であ

る go，back に対応させる）は，需要 D(t) においてその

値がレベル Jk(.)へと移行するジャンプが発生した場合の

V (.)の値である．E[V (+,D)
k ]は，次のように計算を行う．

E[V (+,D)
k ] =

∫ ∞

0

V (xk)g(xk)dxk (A.6)

ここで g(xk)は正規分布などに対応する確率密度関数（確

率変数は xk）であり，導出においては，V (D + xk −D) =

V (xk) となる関係を用いている．また，偏微分の記号は

VD = ∂D/∂D，VDD = ∂D2/∂D2 などを意味する．なお

V (.)は，最大化をする関係式の両辺に含まれているが，変

数 cの陽な関数ではない．

dtより早く減衰する項目を除去し，期待値をとり微小量

dtにより割ることで，式 (27)のような偏微分方程式が得

られる．

A.2 ジャンプ過程を含む時系列モデルの推定
概要

図 A·1 に，本論文で用いる推定手法の概要を示
す [5], [19], [21], [22], [25], [26], [27], [28]．システムの主要

な部分は，モデルに含まれる確定的な関数を GP手法によ

り推定するサブシステム Gと，ファジイ推論によりジャ

図 A·1 システム構成の概要

Fig. A·1 Overview of system configration.

ンプ発生を検出するサブシステム Fである．観測された時

系列 D(t)は 2つのサブシステムに入力され，まずサブシ

ステム Fにおいて時系列のジャンプ発生部分の検出が行

われる．一般に，時系列におけるジャンプは頻繁には起こ

らないので，観測データだけを用いてジャンプ発生を推定

することは難しい．そのため，あらかじめジャンプ過程を

含む時系列を生成しておき，これを学習データとするファ

ジイ推論システムを構成しておく．ファジイ推論システム

における学習に用いる入力データは時系列のジャンプを含

むセグメントであり，出力はジャンプ発生の有無である 2

値となる．このような人工的な時系列においては，ジャン

プの発生時刻とこのセグメントは既知であるので，ジャン

プを含むセグメントが入力された時刻においてだけで，出

力を最大にする方向で学習を進めることができる．サブシ

ステム Fには，ファジイ推論に連動する処理手順として，

ジャンプ過程を生成するモデルのパラメータ推定がある．

一方，サブシステム Gに対しても観測データが入力され

るが，時系列データの中でジャンプ部分のサンプル数は，

相対的に少ないので，ジャンプ部分以外のサンプルを用い

て，時系列生成の確定的な関数部分（これを α(D, t)とし

ておく）の形状を GP手法により推定する．本論文では，

これらの 2つのサブシステムを交互に繰り返し適用して，

モデルの推定を進める．

サブシステムGの構成

確定部分の関数である α(D, t)は変数Dと tの関数であ

るので，関数の形状の複雑さを除けば，GP手法の適用は

直接的である．本論文で用いる GP手法については，すで

に多くの記述があるので，手法について概要を示すにとど

める [21], [27], [28]．GP手法においては，関数を表現する

個体を乱数をもとに生成しておく．この個体を関数と見な

した場合に得られる評価値を，適合度として定義する．こ

の適合度の大きな個体どうしに対して交差処理を適用し，

新たに生成された個体を，個体プールの中で適合度が相対

的に小さい個体と置き換える．このような操作を繰り返す

ことにより，個体の関数近似の精度を向上させる．

GP手法の適用においては，複数（たとえば 1,000個）の

関数が個体として生成され，これらの個体ごとに計算され

る適合度を用いて，関数 α(.)の近似の精度を向上させる

ような遺伝的な操作が繰り返される．モデル推定の対象は

観測時系列の差分 dD(t) = D(t) − D(t − 1)となる．なお

この場合，時系列の増分が関数近似の対象となるが，増分

dD を時系列 D で割ったデータ dD/D の方が取り扱いや

すい．この場合，ジャンプ部分を除けば次の形となる．

dD/D = α(D, t)/D + σdz (A.7)

それぞれの個体 iにより表現される関数 gi(D, t)を用い

て関数 α(D, t)を近似すると仮定して，式 (27)に従って時

系列を生成した場合の近似誤差を求める．すなわち，この
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関数 gi(.)を α(.)の代わりに用いた場合に，もとの観測さ

れた時系列 dD(t)/D(t)から確定部分を取り除いたものを

求め，これを vi(t)としておく．

次に，適合度の高い個体どうしに対して遺伝的操作（交

差処理）を加えて，より近似度の高い個体を生成し，個体

プールにおける適合度の低い個体と入れ替える．

サブシステム Fの構成

本来ジャンプは頻繁には発生しないので，観測データだ

けを用いてジャンプ過程部分のモデルを推定した場合に

は，大きな推定誤差が発生するおそれがある．そのため，

何らかの学習手法を用いることが適切であるので，本論文

ではファジイ推論によりジャンプ発生の有無を検出する

方法を用いる．すなわち，既知の時系列生成モデル（関数

α(.)やジャンプ過程を記述するパラメータが既知）により

生成されたジャンプ過程を含む時系列を多数用意しておい

て，ジャンプ発生時における観測データをファジイ推論の

入力とし，ジャンプ発生の有無（既知システムではジャン

プの有無と時刻は特定可能である）を出力とする学習を行

う．学習が行われたあとで，観測された時系列の中でジャ

ンプであるかどうか不明である時系列セグメントを入力し

て，その出力からジャンプ発生の有無を推定する．

なお本論文では，相対的に入力数が多い場合においても

適用が可能である，多段ファジイ推論を用いる．なお多段

ファジイ推論は文献 [19], [24], [25], [26]などに記述されて

いるので，ここでは省略する．

システムへの入力変数は，ジャンプ過程を含む時系列セ

グメントのサンプル値とする．すなわち，ジャンプの中

心部分の時刻を tc とした場合に，x = [D(tc − K),D(tc −
K + 1), . . . , D(tc), . . . , D(tc + K − 1),D(tc + K)]が入力

である．学習データとしては，このような入力変数の組 x

と，ジャンプが発生したか否かを示す 2値データ yが与え

られる．

次に，学習が完了したファジイ推論システムを観測デー

タに対して適用して，ジャンプの有無の検出を行う．ジャ

ンプ過程の発生の有無を検査する段階では，時系列から得

られる入力変数 xを多段ファジイ推論システムに入力し

て，出力 yが 0.5以上（0.5未満）ならジャンプ過程が発生

した（発生しない）と判断する．

ジャンプ過程が発生していると推定された場合には，図 4

に示す確率のモデルを用いて，ジャンプ部分の時系列セグ

メントの形状に関するいくつかのパラメータを推定して

おく．推定されたパラメータは，次の繰返しで，サブシス

テム Fにおけるファジイ推論の学習データ生成に利用さ

れる．

なお時系列モデル推定においては当然誤差が存在する．

この誤差については文献 [19]に示しているので，以下では

その概要だけを示す．基本となる標準的な需要時系列に関

するパラメータについて，シミュレーションの条件を以下

のように設定する．

上昇ジャンプの場合：

α(x, t) = 0.4[(15 sin 0.26t + 27 − x)]

σ = 0.2，DT11 = 100，DT12 = 100

a11 = 700，s11 = 100，a12 = 100，s12 = 10，θ11 = 0.01，

θ12 = 0.85

下降ジャンプの場合：

α(x, t) = 0.4[(15 sin 0.26t + 27 − x)]

σ = 0.2，DT21 = 100，DT22 = 50

a21 = 50，s21 = 20，a22 = 50，s22 = 20，θ21 = 0.01，

θ22 = 0.85

このような基本モデルについて，本論文で提案する GP

とファジイ推論によるパラメータの推定を適用する．この

推定結果について，パラメータの相対誤差，すなわ真の値

から推定値を引いたものの絶対値を真の値で割ったものを

求めると，以下のようになる（カッコの中の U，Dは，そ

れぞれ，上昇下降ジャンプの場合を意味する）．

ジャンプの検出率：0.98(U)，0.98(D)

関数の近似度：0.04(U)，0.05(D)

σ：0.06(U)，0.08(D)

a11 など：0.02 ∼ 0.09(U)，0.08 ∼ 0.09(D)

このように，全体を通して推定誤差は 3～10%程度に収

まっており，推定の性能は良好であるといえる．

A.3 日本の最近の製品需要時系列へのモデル
あてはめ

式 (18)に示す時系列生成モデルが，ジャンプ過程を含む

需要データにも適用可能かを分析するため，我々は日本に

おける次の 5つの製品について，最近の月ごとに観測され

る需要データを用いた．観測期間は 2009年 1月から 2011

年 8月である．製品個数は 5つと少ないが，市場データが

公表されることは多くはないことと，これらのデータには

ジャンプが含まれており，分析対象として適当であること

が理由となっている（カッコ内はデータの取得先を示す）．

液晶テレビ，ブルーレイレコーダ，スマートフォン

（http://www.jeita.or.jp/japanese/stat/）

ハイブリッド車（http://www.japa.gr.jp/data/index.

html）

デジタルカメラ（http://www.cipa.jp/stats/dc j.html）

図 A·2 には，ブルーレイレコーダの需要時系列の例を
示す．式 (18)に示す時系列生成モデルの仮定を簡潔にま

とめると，時系列の成分は，周期変動，ランダム成分，お

よびジャンプで形成されているとすることである．この仮

定は，これまで多くの経済時系列の研究で，生成モデル分

析において用いられているものであり，一般性を持ってい

る．長い経済時系列の場合には，経年的な変化を示すトレ

ンド成分が含まれるが，相対的に短い期間では含まれない．

観測された時系列に，式 (18)の生成モデルをあてはめた
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図 A·2 実際の需要時系列の例

Fig. A·2 An example of real demand time series.

場合のパラメータ推定には，付録 A.2の方法を適用する．

その詳細はここでは省略する．上にあげた 5つの需要時系

列について，ジャンプ部分を除く平均的な時系列の値が 35

になるように正規化したあとで，パラメータ推定を行った

結果，その範囲は以下のようになることが分かる．なお，

本文中では式 (18)に引き続いて，そのパラメータの定義を

図 4 などを用いて行っている．

上昇ジャンプの場合：

ω = 0.19 ∼ 0.69

σ = 0.14 ∼ 0.33，DT11 = 50 ∼ 100，DT12 = 60 ∼ 100

a11 = 60 ∼ 250，s11 = 30 ∼ 50，a12 = 80 ∼ 105，

s12 = 10 ∼ 15,

θ11 = 0.01 ∼ 0.03，θ12 = 0.6 ∼ 0.8

下降ジャンプの場合：

ω = 0.19 ∼ 0.6

σ = 0.19 ∼ 0.3，DT21 = 60 ∼ 100，DT22 = 40 ∼ 50

a21 = 5 ∼ 35，s21 = 5 ∼ 8，a22 = 35 ∼ 50，s22 = 5 ∼ 15，

θ21 = 0.01 ∼ 0.02，θ22 = 0.5 ∼ 0.8

なお，パラメータの真の値は未知であることと，時系列

の挙動はランダム成分を含むので，正確な意味での近似誤

差の計算はできない．したがって，このようなパラメータ

が推定可能であることを述べるにとどめておく．これらの

分析結果から式 (18)に示す時系列生成モデルを，そのパラ

メータを変化させながら，需要時系列の生成モデルとして

用いることは可能であると判断される．
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